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市・道民税が
大きく変わります
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　市町村や都道府県などの地方公共団体は、住民税（市・道民税）や固定資産税などの市税のほか、国からの補
助金や地方交付税などを主な財源として行政サービスを行っています。
　しかし、国からの補助金にはさまざまな制限があり、その使い道は必ずしも地域の実情に合ったものとはいえ
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　国から地方への税源移譲により市税の収入は増えますが、国や道からの補助金が削減されるため、市の実質的
な収入増にはなりません。
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１，０００円　３３０万円　９００万円　１，８００万円 １，０００円　１９５万円　３３０万円　６９５万円　９００万円　１，８００万円 
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（課税標準額） （課税標準額） 

１０％ 
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１０％ １３％ （市民税６％、道民税４％） 
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（課税標準額） 

税 源 移 譲 後  税 源 移 譲 前  

１，０００円　２００万円　７００万円（課税標準額） １，０００円 

※課税標準額…収入金額から所得控除・扶養控除・社会保険料控除などを差し引いた金額。
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　市・道民税の所得割の税率は、これまで課税標準額（※）に応じて３段階に分かれていましたが、税源移譲に
より一律10％に変わります。
　また、所得税の税率は４段階から６段階に変わりました。

ませんでした。
　そこで、国からの補助金を減らし、補助金
の財源である所得税（国税）の一部を、住民
税（地方税）に振り替え、地方公共団体の収
入としました。
　これを『税源移譲』といいます。
　この税源移譲は、地方公共団体が自ら財源
の確保を行い、自らの創意工夫で地域の実情
に合った行政サービスを提供することを目的
としています。

税源移譲のイメージ


